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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

営業収益（千円） 17,029,85316,811,15915,646,30714,177,73512,133,479

経常利益（千円） 478,517 377,701 448,379 394,068 337,837

当期純利益（千円） 294,157 217,921 303,435 203,812 206,775

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 1,800,0001,800,0001,800,0001,800,0001,800,000

発行済株式総数（株） 4,634 4,634 4,634 4,634 4,634

純資産額（千円） 3,786,3714,005,4884,303,0024,501,8994,717,182

総資産額（千円） 842,757,527806,808,219761,881,604697,480,919633,237,709

１株当たり純資産額（円） 817,084.81864,369.65928,572.06971,493.281,017,950.42

１株当たり配当額（円）

（内１株当たり中間配当額

（円））

－

    

－

    

－

    

－

    

－

    

１株当たり当期純利益金額

（円）
63,478.1047,026.5865,480.2743,981.9144,621.39

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 0.4 0.4 0.5 0.6 0.7

自己資本利益率（％） 7.7 5.4 7.0 4.5 4.4

株価収益率（倍） － － － － －

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
2,991,753△4,143,373104,6763,540,906△1,640,392

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△60,782 △19,646 △66,040 △60,441 △50,079

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － － － －

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
4,738,358575,337 613,9734,094,4392,403,967

従業員数（人）

(外、平均臨時雇用者数）

68

（11）

71

（12）

71

（14）

74

（15）

84

（1）

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

記載しておりません。

２．営業収益に消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

当社は、勤労者財産形成促進法に基づき「財形住宅融資」を出資会社に代って行うことを目的に、昭和57年６月、

厚木ナイロン工業株式会社（現アツギ㈱）、三晃金属工業株式会社、山陽国策パルプ株式会社（現日本製紙㈱）、三

和シヤッター工業株式会社、株式会社トーメン、日東紡績株式会社、日本板硝子株式会社、日本軽金属株式会社、日

本油脂株式会社、ブリヂストンタイヤ株式会社（現㈱ブリヂストン）、三井東圧化学株式会社（現三井化学㈱）、ミ

ワホーム株式会社、および末永晃氏の12社１名の発起人により、設立されました。

昭和57年６月 設立

昭和58年２月 大阪支社開設

昭和58年３月 名古屋支社開設

昭和59年５月 労働大臣より福利厚生会社の指定をうける

昭和59年７月 財産形成サービス株式会社設立

昭和59年10月 仙台支社開設

昭和60年10月 貸金業者の登録をうける

昭和63年９月 宅地建物取引業者の免許をうける

平成４年４月 札幌支社開設

平成10年３月 札幌支社閉鎖

平成12年４月 福岡営業所開設

平成12年８月 旅行業者の登録をうける

平成17年10月 住宅金融公庫証券化支援住宅ローン「財住金フラット３５」取扱開始

平成19年６月 福岡営業所を福岡支社に名称変更

平成21年３月 厚生労働大臣登録の福利厚生会社となる
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３【事業の内容】

当社の主な事業は、当社に出資した企業の従業員に対し財形住宅資金の転貸融資及びつなぎ融資業務を行ってお

ります。当社の転貸融資については、保証会社の保証または損害保険会社の住宅ローン保証保険を付保しておりま

す。その際、当社の子会社である財産形成サービス株式会社が損害保険会社の代理店として、住宅ローン保証保険

の事務を分掌しております。上記の内容を事業系統図で示すと次のとおりであります。

その他、住宅金融支援機構証券化支援住宅ローン「財住金フラット３５」の取扱も行っております。

 

４【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数 平均年間給与（円）

84（ 1 ） 42.1 12年5ヶ月 6,903,551

　

セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

事業部門の名称 従業員数（人）

営業部門 49    （1）

管理部門 35    （0）

合計 84    （1）

　

（注）１．従業員が前期末と比べて１０名増加しておりますが、その主な理由は、人材派遣会社からの派遣社員を

　　　　　直接雇用の契約社員として採用したことによるものです。　

　　　２．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人員を（　）

外数で記載しております。使用人兼務役員は含んでおりません。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

当社に労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当期は、財形住宅融資を中心に一層の利用促進を図るべく、新規出資企業の開発はもとより、新たに業務提携に

よる財住金フラット３５の利用拡大にも努めてまいりました。

財形住宅融資については、平成２４年４月に融資対象費用の拡大等、平成２４年１０月に融資金利の引下げや融

資率の引上げ等の制度改善が順次実施され、財住金フラット３５についても、平成２４年４月に融資手数料の引下

げを行い、商品力の向上を図ることができました。

これらの結果、受付件数については、財形住宅融資、財住金フラット３５ともに対前年度比で増加となりまし

た。

財形住宅融資の実績につきましては、受付ベースで７６０件、１３８億８千３百万円、実行ベースで５２４件、

９６億５千９百万円となり、当期末における財形住宅融資残高は５２，７８３件、６，１４４億６千２百万円と減

少いたしました。

財住金フラット３５の実績につきましては、受付ベースで２，２６０件、６０１億４千７百万円、実行ベースで

２，０２２件、５２５億４千２百万円となりました。

つなぎ融資の実績につきましては、受付ベースで７９０件、１７５億２千４百万円、実行ベースで７８１件、１６２

億５千７百万円となり、当期末つなぎ融資残高は３２３件、６４億４千５百万円となりました。

財住金教育ローンの実績につきましては、受付ベースで５３件、６千５百万円、実行ベースで５５件、６千６百万円

となり、当期末教育ローン残高は２４４件、２億２千万円と増加いたしました。

これらの結果、当期における売上高は１２１億３千３百万円（前年同期比１４．４％減）、経常利益は３億３千

７百万円（前年同期比１４．３％減）、当期純利益は２億６百万円（前年同期比１．５％増）となりました。

なお、当期末の出資企業数は８，７５５社、その勤労者数は３４６万１千人強となっております。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べて１６億９千万円

減少し、当事業年度末には２４億３百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果使用した資金は,１６億４千万円（前年同期は３５億４千万円の獲得）とな

りました。

これは、営業貸付金が１５億９千２百万円増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、５千万円（前年同期比１千万円の支出減）となりました。

これは主に固定資産の取得による支出の減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における該当事項はありません。

EDINET提出書類

財形住宅金融株式会社(E03711)

有価証券報告書

 5/42



２【生産、受注及び販売の状況】

(1）主要業務の実績

区分 内容 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

転貸融資業務 財形住宅融資による利息及び手数料 11,526 85.6

財住金フラット35融資業務
財住金フラット35による利息及び手

数料
450 89.4

民間融資業務 つなぎ融資による利息及び手数料 111 76.8

合計 12,088 85.6

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）転貸融資業務資金別融資実績

区分
当事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

前年同期比（％）

住宅新築資金（百万円） 3,708 71.1

新築住宅購入資金（百万円） 4,176 78.3

中古住宅購入資金（百万円） 1,460 119.1

住宅改良資金（百万円） 313 120.1

合計（百万円） 9,659 80.3

３【対処すべき課題】

当社における当面の課題は、財形住宅融資と財住金フラット３５を多くの方にご利用いただくこと、ならびに当社

の融資制度を利用していただける新たな出資企業や業務提携先を開発することです。

そのため、住宅資金セミナーや個別資金相談会を一層充実させ、直接お客様に商品をＰＲできるよう営業力を更

に強化するとともに、当社融資制度の優位性を広く伝え、新規出資や新規業務提携先の開発営業を継続的に実施し

てまいります。

また、当社は平成２４年度から「確固たる経営基盤の確立と安定成長企業への転換」を基本方針とした「新中期

３カ年経営計画」をスタートさせておりますが、「厚生労働大臣登録福利厚生会社として、財形住宅融資をはじめ

とする住宅融資や企業内福利厚生サービスの提供を通じ、勤労者の財産形成を支援し、社会に貢献する」という当

社の企業理念、ならびに「お客様から信頼される専門家集団」という当社がめざす企業像を役職員一同再認識し、

引き続き全社一丸となって取り組んでまいります。

　

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社の財政状態、経営成績に影響を及

ぼす可能性のある事項は以下のとおりです。

なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものです。

当社の主要事業は、勤労者財産形成促進法に基づき当社へ出資する企業・団体の勤労者が住宅を取得・購入する際

に、勤労者が積み立てた財形貯蓄残高を原資として独立行政法人勤労者退職金共済機構が資金を調達し、当社へ貸付

け、当社が勤労者に対して「転貸」融資するという財形住宅融資事業であります。本事業は法令等に基づいた公的な

制度融資であるという性質上、次のようなリスクが考えられます。

①　貸出金利について、独立行政法人勤労者退職金共済機構が調達し決定した金利で勤労者に転貸融資する制度であ

り、当社が金利決定に関与する余地がないことから、経済情勢により金利が変動する場合の影響を一般金融機関

のように自社で制御することが難しい環境にあります。

②　当社の関与ができない財形貯蓄者数が近年減少傾向にあり、融資申込者の拡大が図りにくくなっております。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1)重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められた会計基準に基づき作成されております。また、

当社は財務諸表を作成するに当たり、会計方針についていくつかの重要な判断や見積りを行っております。これ

らの判断や見積りは、その性質上、一定の想定をもとに行われます。従って、想定する諸条件が変化した場合に

は、実際の結果が見積りと異なることがあり、結果として財務諸表に重要な影響を与える場合があります。重要

な会計方針については後述の注記事項に記載しております。

(2)財政状態の分析

（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は、632,741百万円（前事業年度末は696,994百万円）となり、64,252百万

円減少しました。そのうち財形転貸貸付金残高が、614,462百万円（前事業年度末は677,980百万円）と63,517百万

円減少しました。これは主に、当事業年度の新規転貸融資実行の減少等に伴うものです。

（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は496百万円（前事業年度末は486百万円）となり、9百万円増加しまし

た。その増加の主なものは、投資有価証券の増加(13百万円)に伴うものです。

（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は、628,266百万円（前事業年度末は692,717百万円）となり、64,450百万

円減少しました。そのうち財形借入金残高が、623,975百万円（前事業年度末は687,941百万円）と63,966百万円減

少しました。これは主に、当事業年度の新規転貸融資実行の減少等に伴うものです。

（固定負債）

当事業年度末における固定負債の残高は、253百万円（前事業年度末は261百万円）となり、8百万円減少しまし

た。これは退職給付引当金の減少（9百万円）等に伴うものです。

（純資産）

当事業年度末における純資産の残高は、4,717百万円（前事業年度末は4,501百万円）となり、215百万円増加し

ました。その原因の主なものは繰越利益剰余金の増加（206百万円）等に伴うものです。

(3)経営成績の分析

当事業年度における営業収益は12,133百万円（前年同期比14.4％減）、営業費用は11,805百万円（前年同期比

14.4％減）、営業利益は328百万円（前年同期比16.6％減）、経常利益は337百万円（前年同期比14.3％減）、当期

純利益は206百万円（前年同期比1.5％増）となりました。当事業年度における営業利益減の主な原因は貸付手数料

の減少であり、当事業年度は216百万円（前年同期比27.4％減）を計上しております。

次期事業年度（平成25年４月から平成26年３月まで）においては営業費用は当事業年度並みを予定するものの、

営業収益が当事業年度を下回ると見込まれるため、当事業年度を下回る営業利益を予定しております。

(4)キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの状況につきましては、「１業績等の概要（２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとお

りであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当該事項はありません。

２【主要な設備の状況】

 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

帳簿価額

従業員数
（人）

有形固定資産
無形固定資
産

合計
（千円）建物

（千円）

工具、器具及
び備品
（千円）

合計
（千円）

ソフトウエ
ア（千円）

本社

（東京都千代田区）
17,535 17,420 34,956101,477136,434

64

（1）　

東京支社

（東京都千代田区）
－ － － － － －

大阪支社

（大阪市北区）
2,125 326 2,451 － 2,451 9

名古屋支社

（名古屋市中区）
1,211 425 1,636 － 1,636 4

仙台支社

（仙台市青葉区）
940 529 1,469 － 1,469 4

福岡支社

（福岡市博多区）
1,018 837 1,855 － 1,855 3

合計 22,830 19,538 42,368101,477143,846
84

（1）　

（注）１．従業員数の（  ）は、臨時雇用者数を外書しております。

２．リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。

設備名 数量 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

コンピューターほか

（所有権移転外ファイナンス・リース）
一式 ５～６年 631 611

社用車

（オペレーティング・リース）
一台 ５年 1,026 4,170

３【設備の新設、除却等の計画】

当事業年度末現在において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,534

計 8,534

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,634 4,634非上場・非登録

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式　(注)当社

は単元株制度は採用し

ておりません

計 4,634 4,634 － －

（注）　当社の株式の譲渡については、当社取締役会の承認を要する旨、定款に定めております。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年３月31日 △300 4,634 － 1,800 － －

（注）上記の減少は自己株式の消却によるものであります。

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株式
の状況

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 59 7 2,270 5 － 13 2,354 －

所有株式数（株） － 403 16 4,102 9 － 104 4,634 －

所有株式数の割合（％） － 8.70 0.35 88.52 0.19 － 2.24 100 －

 

（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

財形信用保証株式会社 東京都千代田区神田淡路町１丁目２番地 242 5.22

財形住宅金融従業員持株会 東京都千代田区麹町５丁目１番地 52 1.12

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目２６番１号 50 1.08

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋３丁目５番１２号 40 0.86

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目２７番２号 40 0.86

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 20 0.43

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町２丁目２番２号 20 0.43

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目１８番２４号 20 0.43

あいおいニッセイ同和損害保険

株式会社
東京都渋谷区恵比寿１丁目２８番１号 11 0.24

株式会社沖電気カスタマアド

テック
東京都江東区木場２丁目７番２３号 11 0.24

計 － 506 10.92
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,634 4,634

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 4,634 － －

総株主の議決権 － 4,634 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３【配当政策】

当社は配当の基本方針として、期末に年１回の配当を行うことができる旨を定款に定めており、利益剰余金の一部

を配当する場合は株主総会の承認を得ることとなっております。

また、当社は厚生労働大臣登録の福利厚生会社として安定的な経営体質の強化をはかることも基本方針としており

ます。

以上をふまえて、当期に計上した利益剰余金につきましては、前期に引き続き全額内部留保とさせていただくこと

といたしました。

なお、内部留保資金については、今後予想される経営環境の変化への対応など、有効に活用してまいりたいと考え

ております。

　

４【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長

（代表取締

役）

 戸苅　利和 昭和22年11月28日生

昭和46年７月 労働省入省

平成13年１月 厚生労働省大臣官房長

平成14年８月 同省職業安定局長

平成16年７月 同省厚生労働事務次官

平成18年９月 独立行政法人高齢・障害者雇用支

援機構（現 独立行政法人高齢・障

害・求職者雇用支援機構）理事長

代理

平成19年10月 同機構理事長

平成23年６月 当社代表取締役会長（現任）　

(注)２ ９株

取締役社長

（代表取締

役）

 中野　久 昭和27年６月21日生

昭和50年４月 安田火災海上保険株式会社（現 株

式会社損害保険ジャパン）入社

平成11年７月 同社中部業務部長

平成16年４月 同社医療・福祉開発部長

平成17年４月 同社執行役員人事部長

平成18年６月 同社取締役常務執行役員人事部長

平成21年４月 同社代表取締役専務執行役員関西

第一本部長

平成22年４月 同社代表取締役副社長執行役員関

西第一本部長

平成22年６月 当社代表取締役社長（現任）

(注)２ ９株

専務取締役  総務部長 高田　順弘 昭和26年８月24日生

昭和47年４月 労働省入省

平成８年１月 鹿児島県職業安定課長

平成14年７月 厚生労働省大臣官房人事課長補佐

平成16年４月 同省富山労働局長

平成19年３月 同省職業安定局労働市場センター

業務室長

平成21年９月 公益財団法人産業雇用安定セン

ター総務主幹

平成23年４月 同センター事務局長

平成25年６月 当社専務取締役総務部長（現任）　

(注)２ －

取締役 　 田中　良治 昭和26年３月21日生

昭和62年４月 当社入社

平成11年４月 当社東京支社長

平成12年３月 当社大阪支社長

平成15年４月 当社東京支社長

平成17年６月 当社営業部長

平成19年６月 当社取締役（現任）　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

(注)２ ９株

取締役　

 営業部長兼

 東京支社長

　

高橋　武紀　 昭和31年10月16日生　

平成２年４月 当社入社

平成９年４月 当社名古屋支社課長　

平成11年４月 当社営業部営業推進課長　

平成12年４月 当社営業部次長　

平成19年６月 当社営業部長　

平成22年４月 当社営業部長兼東京支社長

平成25年６月 当社取締役営業部長兼東京支社長

（現任）　

(注)２

　
－　
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  木村　俊秀 昭和24年10月1日生

昭和48年４月 商工組合中央金庫（現 株式会社商

工組合中央金庫）入庫

平成14年３月 同社審査第二部長

平成15年３月 同社審査第一部長

平成16年３月 同社特別参与審査第一部長

平成16年８月 同社特別参与名古屋支店長

平成18年７月 中央協同株式会社専務取締役

平成22年６月 八重洲商工株式会社監査役

平成24年６月 当社常勤監査役（現任）　

(注)３ ９株

監査役  平井　克八 昭和34年12月11日生

昭和57年４月 日本生命保険相互会社入社

平成15年３月 同社企画広報部担当部長

平成16年３月 同社秘書部担当部長

平成17年７月 同社契約審査部長

平成19年３月 ニッセイ・リース株式会社企画総

務部長

平成21年３月 日本生命保険相互会社執行役員融

資総務部長兼資本市場営業室長 

平成23年３月 同社執行役員法人第一営業副本部

長兼法人第三営業副本部長兼東日

本法人営業本部長

平成23年６月 当社監査役（現任）　
平成24年３月 日本生命保険相互会社常務執行役

員法人第一営業本部長兼法人第三

営業本部長兼東日本法人営業本部

長（現任）　

(注)４ －

監査役  中込　洋 昭和39年３月15日生

昭和62年４月 大正海上火災保険株式会社（現 三

井住友海上火災保険株式会社）入

社

平成14年４月 同社人事部人事グループ課長

平成16年４月 同社神奈川静岡本部浜松支店浜松

第二支社長　

平成19年４月 同社東京企業第一本部総合営業第

六部第二課長

平成20年４月 同社東京企業第一本部総合営業第

六部次長兼第二課長

平成23年４月 同社北陸本部富山支店長

平成25年４月 同社金融公務営業推進本部公務開

発部長（現任）

平成25年６月 当社監査役（現任）　

(注)５ －

    計  ３６株

（注）1.　監査役の木村　俊秀氏、平井　克八氏、中込　洋氏は、社外監査役であります。

2.　平成２５年６月２６日開催の定時株主総会の終結のときから２年

3.　平成２４年６月２８日開催の定時株主総会の終結のときから４年

4.　平成２３年６月２８日開催の定時株主総会の終結のときから４年

5.　平成２５年６月２６日開催の定時株主総会の終結のときから２年

　

EDINET提出書類

財形住宅金融株式会社(E03711)

有価証券報告書

14/42



６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、勤労者財産形成促進法に基づく厚生労働大臣登録の福利厚生会社として、当社へ出資する企業・団体の勤労

者の資産形成に資することを事業としており、その事業の公共性から、経営の健全性、透明性を図り、社会的信頼に応え

る企業統治体制を確立することを基本方針としております。

　

（１）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

イ．当社の取締役は、20名以内とする旨定款に定めております。

ロ．取締役の選任は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数の決議をもって選任し、選任決議については累積投票によらない旨定款に定めてお

ります。

ハ．当社の取締役会は、全取締役５名で構成されており、年５回の定例取締役会と、必要あるごとに随時招集される臨

時取締役会により、経営に関する重要事項について決定を行っております。

ニ．当社は監査役制度を採用しており、監査役３名は社外監査役であります。監査役は取締役会のほか重要な意思決

定の過程および業務の執行状況を把握するため、経営会議（部長会）その他重要な会議に出席し、必要があると

認めた時は意見を述べております。

②　当社の業務執行・監視の仕組み

概略は別図のとおりであります。

③　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総

　会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

④　会社の機関の内容および内部統制システムの整備状況

当社では取締役会の他に毎月２回、必要に応じ臨時に経営会議（部長会）を開催し経営方針や経営課題について審議

し、意思決定の迅速化と透明化を図っております。

経営執行の過程においては、諸法令および定款を遵守し、取締役会・経営会議（部長会）の合議機能、監査役会の監視

機能を有効に発揮させております。

また、経営理念、業務の適正を確保する体制、社員行動指針などを制定し、社内に周知しております。

そのほか内部監査につきましては、平成１９年７月１日より執行部門から独立した部門として監査室を設置し、適宜

内部監査を実施しております。

⑤　内部監査および監査役監査の状況

当社の内部監査については、監査室が１名体制で年間の監査計画を策定のうえ、実施しております。監査室は、内部

監査規程に基づき監査を実施したときには監査報告書を作成のうえ代表取締役に提出し、また監査結果を監査役に報告

しており、監査役等と密接に連携を保ちながら監査の適正化および効率の向上を図るよう努めております。監査役監査

については、監査役が監査計画を策定し、監査室の補助を受けて実施しております。監査役は、会計監査人と定期的に

意見交換を行うなど連携し、計算書類等の適正な会計監査が行われるよう努めております。

⑥　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は木村健氏および福田裕氏であり、東陽監査法人に所属し、当社に係る継

続監査年数は木村健氏は７年、福田裕氏は６年であります。

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他４名であります。

⑦　社外取締役および社外監査役との関係

当社の社外監査役である木村俊秀氏、平井克八氏、中込洋氏と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

⑧　取締役および監査役の責任免除

当社は、会社法第423条第１項の定める取締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含

む。）の賠償責任について、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって法令の限度において免除す

ることができる旨定款に定めております。これは、取締役および監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に

発揮できるようにするためのものであります。
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（２）リスク管理体制の整備の状況

当社は、リスク管理に関する事項を「リスク管理基本規程」として制定し、同規程に基づき各部署にリスク管理責任

者を置き、部署ごとにリスクマネジメントを実施し、その状況について取締役会、監査役会、経営会議（部長会）に適

宜報告し、その内容の把握と対策が迅速かつ正確に経営に反映される体制となっております。

また、当社が保有する顧客情報等の情報に関するリスク管理については、情報の種別に応じて情報管理基本規程、個人

情報保護に関する基本規程、情報セキュリティ規程等の各種規程により体制を整備し、それに基づいた運用を実施する

ことにより実効性を図っております。

（３）役員報酬の内容

 

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役
員の員数
（人）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役 85,055 68,602 － 16,453 5

監査役

（社外監査役を除

く。）

6,091 2,550 － 3,541 1

社外監査役 6,589 6,030 － 559 1

(注)１．取締役の基本報酬には使用人兼務役員に対する使用人給与相当額は含まれておりません。

　　２．上記の退職慰労金の額は、役員退職慰労金引当金繰入額として費用処理した金額を含めております。　

　

　

（別図）
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

7,000 － 7,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日ま

で）の財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年10月大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結

財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準                 0.0％

売上高基準               0.0％

利益基準               △4.7％

利益剰余金基準           1.1％

　

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、非上場会社でありますので、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っておりません。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,094,439 2,403,967

財形転貸貸付金 677,980,100 614,462,844

営業貸付金 5,073,429 6,666,188

貯蔵品 748 774

前払費用 13,878 13,748

繰延税金資産 52,006 57,780

財形未収利息 584,754 451,194

未収収益 4,672 3,141

未収入金 9,186,880 8,674,439

立替金 338 346

その他 3,085 7,056

流動資産合計 696,994,334 632,741,482

固定資産

有形固定資産

建物 50,604 51,773

減価償却累計額 △26,119 △28,943

建物（純額） 24,484 22,830

工具、器具及び備品 70,431 74,700

減価償却累計額 △47,597 △55,161

工具、器具及び備品（純額） 22,833 19,538

有形固定資産合計 47,317 42,368

無形固定資産

ソフトウエア 123,181 101,477

電話加入権 3,124 3,124

無形固定資産合計 126,305 104,602

投資その他の資産

投資有価証券 104,472 117,690

関係会社株式 5,000 5,000

長期貸付金 5,426 4,697

長期前払費用 231 3,191

繰延税金資産 97,437 91,872

その他 100,393 126,804

投資その他の資産合計 312,961 349,256

固定資産合計 486,585 496,227

資産合計 697,480,919 633,237,709
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

財形借入金 687,941,421 623,975,421

短期借入金 1,539,999 1,550,000

未払金 45,235 23,613

未払費用 37,375 43,664

財形未払利息 2,827,426 2,264,468

未払法人税等 7,400 64,421

未払消費税等 9,176 9,629

預り金 151,709 170,231

前受収益 15,437 24,559

賞与引当金 72,122 72,694

その他 70,021 68,277

流動負債合計 692,717,327 628,266,980

固定負債

退職給付引当金 237,176 227,877

役員退職慰労引当金 24,516 25,669

固定負債合計 261,692 253,546

負債合計 692,979,019 628,520,527

純資産の部

株主資本

資本金 1,800,000 1,800,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 1,300,000 1,300,000

繰越利益剰余金 1,408,754 1,615,530

利益剰余金合計 2,708,754 2,915,530

株主資本合計 4,508,754 4,715,530

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6,854 1,652

評価・換算差額等合計 △6,854 1,652

純資産合計 4,501,899 4,717,182

負債純資産合計 697,480,919 633,237,709
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業収益

貸付手数料 297,520 216,026

受取手数料 319,880 346,424

償還手数料 315,340 295,437

財形受取利息 12,198,189 10,297,590

受取利息 135,113 99,489

団信保険関係収入 859,766 838,764

カフェテリアプラン事業収入 51,923 39,746

営業収益合計 14,177,735 12,133,479

営業費用

金融関係費

委託手数料 157,709 162,744

財形支払利息 12,331,295 10,383,265

支払利息 15,300 11,909

財形支払保証料 10,000 10,000

繰上償還手数料 8,404 7,502

金融関係費合計 12,522,710 10,575,421

その他の営業費用 1,261,149 1,229,749

営業費用合計 ※1
 13,783,859

※1
 11,805,171

営業利益 393,875 328,308

営業外収益

受取利息 5,304 6,288

受取配当金 3,159 3,165

雑収入 2,005 2,029

営業外収益合計 10,469 11,483

営業外費用

保険解約損 5,615 1,693

雑損失 4,661 260

営業外費用合計 10,276 1,953

経常利益 394,068 337,837

特別損失

固定資産除却損 ※2
 973

※2
 82

投資有価証券評価損 55 －

震災関連費 ※3
 3,234

※3
 3,996

特別損失合計 4,263 4,078

税引前当期純利益 389,804 333,759

法人税、住民税及び事業税 144,640 131,904

法人税等調整額 41,351 △4,920

法人税等合計 185,992 126,983

当期純利益 203,812 206,775
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,800,000 1,800,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,800,000 1,800,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 1,300,000 1,300,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,300,000 1,300,000

繰越利益剰余金

当期首残高 1,204,942 1,408,754

当期変動額

当期純利益 203,812 206,775

当期変動額合計 203,812 206,775

当期末残高 1,408,754 1,615,530

利益剰余金合計

当期首残高 2,504,942 2,708,754

当期変動額

当期純利益 203,812 206,775

当期変動額合計 203,812 206,775

当期末残高 2,708,754 2,915,530

株主資本合計

当期首残高 4,304,942 4,508,754

当期変動額

当期純利益 203,812 206,775

当期変動額合計 203,812 206,775

当期末残高 4,508,754 4,715,530
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1,939 △6,854

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4,915 8,506

当期変動額合計 △4,915 8,506

当期末残高 △6,854 1,652

評価・換算差額等合計

当期首残高 △1,939 △6,854

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4,915 8,506

当期変動額合計 △4,915 8,506

当期末残高 △6,854 1,652

純資産合計

当期首残高 4,303,002 4,501,899

当期変動額

当期純利益 203,812 206,775

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,915 8,506

当期変動額合計 198,896 215,282

当期末残高 4,501,899 4,717,182
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 389,804 333,759

減価償却費 48,952 55,332

固定資産除却損 973 82

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,033 572

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25,704 △9,298

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,400 1,153

受取利息及び受取配当金 △8,463 △9,454

投資有価証券評価損益（△は益） 55 －

営業債権の増減額（△は増加） 67,819,152 62,572,029

営業債務の増減額（△は減少） △64,372,333 △64,494,516

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △10,252 8,356

その他 △21,054 △32,366

小計 3,872,171 △1,574,351

利息及び配当金の受取額 8,463 9,454

法人税等の支払額 △339,728 △75,495

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,540,906 △1,640,392

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △61,154 △50,808

貸付金増減額（純額） 713 729

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,441 △50,079

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,480,465 △1,690,471

現金及び現金同等物の期首残高 613,973 4,094,439

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 4,094,439

※
 2,403,967
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【注記事項】

（重要な会計方針）

 １．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算出)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く）

定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法)を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　8～24年

工具、器具及び備品　　5～20年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く）

ソフトウェア(自社利用分)については社内における利用可能期間（5年)による定額法により償却してお

り

ます。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が企業会計基準第13号(リース取引に関する会計基準）の適用初年度開始前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4) 長期前払費用

均等償却しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与支給に充てるため将来の支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法により算出）及び年金資産

の額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理について

消費税等は、税抜方式により処理しており、控除対象外消費税等は、当期の費用として処理しておりま

す。

　

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております

なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
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（未適用の会計基準等）

該当事項はありません。

　

　

（損益計算書関係）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度16％、当事業年度20％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度84％、当事業年度80％であります。

主要な費用及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

役員報酬 73,680千円 77,182千円

給料手当 397,889 424,921

賞与 74,847 73,082

法定福利費 85,949 91,793

賞与引当金繰入額 72,122 72,694

役員退職慰労金繰入額 12,604 10,853

賃借料 93,526 93,568

減価償却費 12,933 13,624

　

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

工具、器具及び備品 973千円 　 82千円

　

※３．

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

震災関連費3,234千円は、東日本大震災において被災した顧客の手数料等を免除したものであります。

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

震災関連費3,996千円は、東日本大震災において被災した顧客の手数料等を免除したものであります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 4,634 － － 4,634

合計 4,634 － － 4,634

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 4,634 － － 4,634

合計 4,634 － － 4,634

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 4,094,439千円 2,403,967千円

現金及び現金同等物 4,094,439 2,403,967

　　

　

　

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

── ──

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料

１年内 1,026千円

１年超 －千円

合計 1,026千円

１年内 834千円

１年超 3,336千円

合計 4,170千円
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（金融商品関係）

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組指針

当社は、財形転貸融資事業、フラット３５融資事業及びこれらの事業に伴うつなぎ融資事業、また前事

業年度より教育ローン事業を行なっております。財形転貸融資事業は、独立行政法人勤労者退職金共済機

構からの資金調達、フラット３５融資事業は、余資による運用、つなぎ融資事業は、銀行借入、教育ロー

ン事業は、余資による運用で行なっております。

また、資金運用については短期的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は行なわない方針であり

ます。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

当社が保有する金融資産は、主として個人に対する財形転貸貸付金であります。

財形転貸貸付金は、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されていますが、全額が保証

会社による保証が付いており、リスクを回避しております。

一方、当社が保有する金融債務は、主として独立行政法人勤労者退職金共済機構からの財形借入金であ

り、顧客からの毎月の財形転貸貸付金の回収資金で返済を行なっているため、財形転貸貸付金と同様に顧

客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されていますが、全額が保証会社による保証が付い

ているため、リスクを回避しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

　

　

貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）財形転貸貸付金 677,980,100549,690,280△128,289,819

資産計 677,980,100549,690,280△128,289,819

（１）財形借入金 (687,941,421)(559,366,242)△128,575,179

負債計 (687,941,421)(559,366,242)△128,575,179

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法

資　産

①財形転貸貸付金

当社では、財形転貸貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、元利金の合計額を同様の新規貸

付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

負　債

①財形借入金

当社では、財形借入金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、元利金の合計額を同様の借入におい

て想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。
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（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

　 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

財形転貸貸付金 73,899,00065,844,00058,667,00052,273,00046,575,000380,722,100

合計 73,899,00065,844,00058,667,00052,273,00046,575,000380,722,100

　

（注３）金銭債務の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

　 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

財形借入金 72,921,00065,192,00058,281,00052,104,00046,581,000392,862,421

合計 72,921,00065,192,00058,281,00052,104,00046,581,000392,862,421

　

 　

当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組指針

当社は、財形転貸融資事業、フラット３５融資事業及びこれらの事業に伴うつなぎ融資事業、また教育

ローン事業を行なっております。財形転貸融資事業は、独立行政法人勤労者退職金共済機構からの資金調

達、フラット３５融資事業は、余資による運用、つなぎ融資事業は、銀行借入、教育ローン事業は、余資

による運用で行なっております。

また、資金運用については短期的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は行なわない方針であり

ます。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

当社が保有する金融資産は、主として個人に対する財形転貸貸付金であります。

財形転貸貸付金は、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されていますが、全額が保証

会社による保証が付いており、リスクを回避しております。

一方、当社が保有する金融債務は、主として独立行政法人勤労者退職金共済機構からの財形借入金であ

り、顧客からの毎月の財形転貸貸付金の回収資金で返済を行なっているため、財形転貸貸付金と同様に顧

客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されていますが、全額が保証会社による保証が付い

ているため、リスクを回避しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

　

　

貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）財形転貸貸付金 614,462,844537,677,633△76,785,211

資産計 614,462,844537,677,633△76,785,211

（１）財形借入金 (623,975,421)(547,395,814)△76,579,606

負債計 (623,975,421)(547,395,814)△76,579,606

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法

資　産

①財形転貸貸付金

当社では、財形転貸貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、元利金の合計額を同様の新規貸

付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

負　債

①財形借入金

当社では、財形借入金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、元利金の合計額を同様の借入におい

て想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

　

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

　 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

財形転貸貸付金 73,735,00064,887,00057,100,00050,248,00044,219,000324,273,844

合計 73,735,00064,887,00057,100,00050,248,00044,219,000324,273,844

　

（注３）金銭債務の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

　 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

財形借入金 72,381,00063,984,00056,562,00050,001,00044,201,000336,846,421

合計 72,381,00063,984,00056,562,00050,001,00044,201,000336,846,421
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（有価証券関係）

前事業年度（平成24年３月31日現在）

１．子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式5,000千円）は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

２．その他有価証券

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
(千円）

差額（千円） 　

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1)株式 18,202 11,471 6,731 　

小計 18,202 11,471 6,731 　

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1)株式 76,356 93,738 △17,381 　

小計 76,356 93,738 △17,381 　

合計 94,559 105,209 △10,650 　

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　9,913千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　
３．減損処理を行った有価証券
当事業年度において、その他有価証券について55千円減損処理を行っております。
なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減
損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について
減損処理を行っております。

　

当事業年度（平成25年３月31日現在）

１．子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式5,000千円）は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

２．その他有価証券

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
(千円）

差額（千円） 　

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1)株式 23,907 12,389 11,517 　

小計 23,907 12,389 11,517 　

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1)株式 83,869 92,820 △8,950 　

小計 83,869 92,820 △8,950 　

合計 107,776 105,209 2,567 　

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　9,913千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠出型の中小企業

退職金共済制度を併用しております。

　

２．退職給付債務に関する事項

 前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） △332,875 △327,530 

(2）年金資産（千円） 95,698 108,882 

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（千円） △237,176 △218,648 

(4）未認識数理計算上の差異（千円） － －  

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） － －  

(6）貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（千円) △237,176 △218,648 

(7）前払年金費用（千円） － △9,229 

(8）退職給付引当金(6）－(7）（千円） △237,176 △227,877 

　

３．退職給付費用の内訳

 前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

退職給付費用（千円） 40,815 4,283

(1) 勤務費用（千円） 37,330 698

(2) 中小企業退職金共済掛金（千円） 3,485 3,585

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載す

べき事項はありません。

　

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

　

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 　　 　

賞与引当金 27,413千円 　 27,630千円

賞与引当金に係る法定福利費 3,673 　 3,754

未払事業税否認 1,304 　 5,929

退職給付引当金 85,240　 81,689

役員退職慰労引当金 9,149 　 9,450

会計方針の変更に伴う貸付手数料 19,339　 20,188

その他 9,834 　 6,331

小計 155,955　 154,974

評価性引当額 △6,511 　 △4,406

繰延税金資産合計 149,443　 150,568

　 　 　 　

繰延税金負債 　 　  

その他有価証券評価差額金 － 　 △914

繰延税金負債合計 － 　 △914

繰延税金資産の純額 149,443　 149,653

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

法定実効税率 40.7％ 　 －％

（調整）  　  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9 　 －

住民税均等割 0.5 　 －

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 4.0 　 －

評価性引当額 1.7 　 －

その他 0.0 　 －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.7 　 －

（注）当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記を省略しております。
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（資産除去債務関係）

前事業年度（平成24年３月31日） 

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当事業年度（平成25年３月31日） 

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

当社は、個人住宅融資事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　　　

　当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

当社は、個人住宅融資事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　　　

【関連情報】

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する営業収益で損益計算書の営業収益の10％以上を占めるものがないため、

記載を省略しております。

　

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する営業収益で損益計算書の営業収益の10％以上を占めるものがないため、

記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　　　

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　　　

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　　

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　　

【関連当事者情報】

前事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）
　

　
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 971,493.28円 1,017,950.42円

１株当たり当期純利益金額 43,981.91円 44,621.39円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当期純利益金額（千円） 203,812 206,775

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 203,812 206,775

期中平均株式数（株） 4,634 4,634

　

　

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産総額の１００分の１以下であるため、財務諸表等規則第１２４条の規定により作成を省

略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        
建物 － － － 51,773 28,943 2,823 22,830

工具、器具及び備品 － － － 74,700 55,161 9,158 19,538

有形固定資産計 － － － 126,473 84,104 11,981 42,368

無形固定資産        
ソフトウエア － － － 794,650693,172 41,708 101,477

電話加入権 － － － 3,124 － － 3,124

無形固定資産計 － － － 797,774693,172 41,708 104,602

長期前払費用 2,022 3,097 83 5,036 1,844 53 3,191

　（注）有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産総額の１００分の１以下であるため、「当期首残高」、「当期増加

額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

財形借入金 687,941,421623,975,4211.469 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

短期借入金 1,539,9991,550,0001.475 －

合計 689,481,421625,525,421－ －

（注）平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 72,122 72,694 72,122 － 72,694

役員退職慰労引当金 24,516 10,853 9,700 － 25,669
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【資産除去債務明細表】

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　

　

　

　

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

内訳 金額（千円）

現金 287

預金 　

（普通預金） 2,390,613

（郵便貯金） 13,066

小計 2,403,679

合計 2,403,967

ロ．財形転貸貸付金

相手先 件数 金額（千円）

個人 52,783

 

614,462,844

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、５株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 ──────

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社本店　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料
不所持株券の発行または返還、喪失、汚損または毀損による株券の交付の

場合は、株券１枚につき印紙税相当額

単元未満株式の買取り 該当事項はありません。

公告掲載方法 官報（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。

定款による株式譲渡制限 あり

（注）　当社は、金融商品取引法第24条第１項の規定により有価証券報告書を提出しておりますので、会社法第440条

　　　　第４項の規定により、決算公告を行っておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、上場会社ではありませんので、金融商品取引法第２４条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第30期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月28日関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書の訂正報告書　

平成24年7月12日関東財務局長に提出

事業年度（第30期）（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。

(3) 半期報告書

（第31期中）（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）平成24年12月21日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

　

 平成２５年６月２６日
財 形 住 宅 金 融 株 式 会 社  
　

取　締　役　会　  御　中    

　

 東　陽　監　査　法　人  

　

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 木　村　　　健　

　

 
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士 福　田　　　裕　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている財形住宅金融株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第３１
期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー
計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財
務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検
討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、財形住宅金融株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業
年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。　

以　上
　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券

報告書提出会社が別途保管しております。
２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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